
                                              　　   給額を計上する。

２．　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産

普通預金等 175,011,509 145,065,146 296,262,514 23,814,141

投資有価証券 4,869,991,246 151,752,400 0 5,021,743,646

（海事センター基金）

普通預金 318,179,981 59,747,793 105,172,089 272,755,685

投資有価証券 802,800,560 100,727,000 0 903,527,560

建物 ・ 附属設備 904,115,205 24,478,614 62,217,292 866,376,527

土地 1,103,065,370 0 0 1,103,065,370

8,173,163,871 481,770,953 463,651,895 8,191,282,929

特定資産

退職給付引当資産

　 普通預金 71,681,700 10,784,500 11,526,800 70,939,400

71,681,700 10,784,500 11,526,800 70,939,400

事業安定基金引当資産

　 普通預金 59,800,000 0 50,000,000 9,800,000

　 定期預金 200,000,000 0 0 200,000,000

259,800,000 0 50,000,000 209,800,000

　　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 （単位：円）

科　　　　　　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

小　計

計

計

       1.  建物 ・ 附属設備       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 定額法による。

       2.  什器備品  　　　　　 　 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 定額法による。

       3.  ソフトウエア  　　　　 　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 定額法による。

   (3)  引当金の計上基準

       1.  役員退職慰労引当金 ・・・・・・ 役員の退職慰労金の支給に備えるための規程に基づく期末要支

       2.  退職給付引当金　　　 ・・・・・・ 期末退職手当の自己都合要支給額に相当する金額を計上する。

   (4)  消費税等の会計処理

      　消費税等の会計処理は、税込方式による。

   (2)  固定資産の減価償却の方法

(３)  財務諸表に対する注記

 財務諸表に対する注記 

１. 重要な会計方針

   (1)  有価証券の評価基準及び評価方法

       1.  満期保有目的の債券  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 取得価額による。

       2.  子会社等株式 　　　　  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 取得価額による。

       3.  満期保有目的の債券以外の有価証券

            期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）による。

－ 7 －
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科　　　　　　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

融資基金引当資産

　 普通預金 367,276,000 96,000,000 310,000,000 153,276,000

   定期預金 0 1,802,724 0 1,802,724

   預け金 0 11,802,724 11,802,724 0

　 MMF 168,302 10,113,714 0 10,282,016

　 投資有価証券 782,069,753 300,000,000 96,000,000 986,069,753

1,149,514,055 419,719,162 417,802,724 1,151,430,493

1,480,995,755 430,503,662 479,329,524 1,432,169,893

9,654,159,626 912,274,615 942,981,419 9,623,452,822

３．　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産

普通預金等 23,814,141 （ 0 ）（ 23,814,141 ） －

投資有価証券 5,021,743,646 （ 0 ）（ 5,021,743,646 ） －

（海事センター基金）

普通預金 272,755,685 （ 0 ）（ 272,755,685 ） －

投資有価証券 903,527,560 （ 0 ）（ 903,527,560 ） －

建物 ・ 附属設備 866,376,527 （ 0 ）（ 866,376,527 ） －

土地 1,103,065,370 （ 0 ）（ 1,103,065,370 ） －

8,191,282,929 （ 0 ）（ 8,191,282,929 ） －

特定資産

退職給付引当資産

　 普通預金 70,939,400 － － （ 70,939,400 ）

70,939,400 － － （ 70,939,400 ）

事業安定基金引当資産

　 普通預金 9,800,000 （ 0 ）（ 9,800,000 ） －

　 定期預金 200,000,000 （ 0 ）（ 200,000,000 ） －

209,800,000 （ 0 ）（ 209,800,000 ） －

融資基金引当資産

　 普通預金 153,276,000 （ 0 ）（ 153,276,000 ） －

　 定期預金 1,802,724 （ 1,802,724 ）

　 MMF 10,282,016 （ 10,282,016 ）

　 投資有価証券 986,069,753 （ 0 ）（ 986,069,753 ） －

1,151,430,493 （ 0 ）（ 1,151,430,493 ） －

1,432,169,893 （ 0 ）（ 1,361,230,493 ） （ 70,939,400 ）

9,623,452,822 （ 0 ）（ 9,552,513,422 ） （ 70,939,400 ）合　計

　　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 （単位：円）

科　　　　　　　　　目 当期末残高
(うち指定正味財産

からの充当額）
(うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に対応する額）

小　計

計

小　計

計

計

小　計

合　計

計

－ 8 －

４．　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

建物・附属設備 3,182,495,920 2,316,119,393 866,376,527

什器備品 7,418,355 3,822,317 3,596,038

ソフトウエア 440,000 278,667 161,333

3,190,354,275 2,320,220,377 870,133,898

５．　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

（ 基本財産）

第74回　国債（30年　既発） 94,607,000 71,680,000 △ 22,927,000

第75回　国債（30年　既発） 100,000,000 77,360,000 △ 22,640,000

第75回　国債（30年　既発） 97,901,000 77,360,000 △ 20,541,000

第76回　国債（30年　既発） 100,000,000 79,180,000 △ 20,820,000

第182回　国債（20年　既発） 100,000,000 85,570,000 △ 14,430,000

東京都公募公債（30年） 第15回 100,000,000 92,600,000 △ 7,400,000

東京都公募公債（東京グリーンボンド（30年））第6回 200,000,000 159,500,000 △ 40,500,000

東京都公募公債(20年)　第31回 100,000,000 97,080,000 △ 2,920,000

北海道公募公債(20年) 平成26年度第12回 100,000,000 97,150,000 △ 2,850,000

北海道公募公債(20年) 平成26年度第12回 100,000,000 97,150,000 △ 2,850,000

北海道公募公債(20年) 平成27年度第4回 100,000,000 96,890,000 △ 3,110,000

第16回 大阪府公募公債（20年） 200,000,000 171,300,000 △ 28,700,000

埼玉県第2回25年公募公債（25年） 100,000,000 79,010,000 △ 20,990,000

埼玉県第2回25年公募公債（25年） 100,000,000 79,010,000 △ 20,990,000

埼玉県第2回25年公募公債（25年） 100,000,000 79,010,000 △ 20,990,000

千葉県第19回20年公募公債 100,000,000 94,880,000 △ 5,120,000

島根県平成26年度第2回公募公債（30年） 100,000,000 87,650,000 △ 12,350,000

島根県平成29年度第2回公募公債（20年） 100,000,000 85,650,000 △ 14,350,000

神戸市公募公債（20年） 平成29年度第5回 100,000,000 85,800,000 △ 14,200,000

神戸市公募公債（20年） 平成29年度第5回 100,000,000 85,800,000 △ 14,200,000

札幌市公募公債（20年） 平成29年度第5回 100,000,000 85,800,000 △ 14,200,000

第97回 日本政策投資銀行社債 100,000,000 83,550,000 △ 16,450,000

F210回　地方公共団体金融機構債券(21年) 100,000,000 99,450,000 △ 550,000

20年第35回　地方公共団体金融機構債券 100,000,000 100,160,000 160,000

F217回　地方公共団体金融機構債券(25年) 100,000,000 96,720,000 △ 3,280,000

F234回　地方公共団体金融機構債券(21年) 100,000,000 99,380,000 △ 620,000

20年第62回　地方公共団体金融機構債券 200,000,000 171,400,000 △ 28,600,000

20年第67回　地方公共団体金融機構債券 100,000,000 83,950,000 △ 16,050,000

第137回　都市再生機構債券（20年） 100,000,000 85,490,000 △ 14,510,000

第137回　都市再生機構債券（20年） 100,000,000 85,490,000 △ 14,510,000

第145回　都市再生機構債券(20年) 100,000,000 84,230,000 △ 15,770,000

第１回　住友化学利払繰延条項・期限前償還条項付社債（劣後特約付） 100,000,000 95,660,000 △ 4,340,000

（単位：円）

種 類 及 び 銘 柄 帳簿価額 時 　 価 評価損益

　　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

合　　　　　　　　  計

　　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 （単位：円）

科　　　　　　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高
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４．　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

建物・附属設備 3,182,495,920 2,316,119,393 866,376,527

什器備品 7,418,355 3,822,317 3,596,038

ソフトウエア 440,000 278,667 161,333

3,190,354,275 2,320,220,377 870,133,898

５．　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

（ 基本財産）

第74回　国債（30年　既発） 94,607,000 71,680,000 △ 22,927,000

第75回　国債（30年　既発） 100,000,000 77,360,000 △ 22,640,000

第75回　国債（30年　既発） 97,901,000 77,360,000 △ 20,541,000

第76回　国債（30年　既発） 100,000,000 79,180,000 △ 20,820,000

第182回　国債（20年　既発） 100,000,000 85,570,000 △ 14,430,000

東京都公募公債（30年） 第15回 100,000,000 92,600,000 △ 7,400,000

東京都公募公債（東京グリーンボンド（30年））第6回 200,000,000 159,500,000 △ 40,500,000

東京都公募公債(20年)　第31回 100,000,000 97,080,000 △ 2,920,000

北海道公募公債(20年) 平成26年度第12回 100,000,000 97,150,000 △ 2,850,000

北海道公募公債(20年) 平成26年度第12回 100,000,000 97,150,000 △ 2,850,000

北海道公募公債(20年) 平成27年度第4回 100,000,000 96,890,000 △ 3,110,000

第16回 大阪府公募公債（20年） 200,000,000 171,300,000 △ 28,700,000

埼玉県第2回25年公募公債（25年） 100,000,000 79,010,000 △ 20,990,000

埼玉県第2回25年公募公債（25年） 100,000,000 79,010,000 △ 20,990,000

埼玉県第2回25年公募公債（25年） 100,000,000 79,010,000 △ 20,990,000

千葉県第19回20年公募公債 100,000,000 94,880,000 △ 5,120,000

島根県平成26年度第2回公募公債（30年） 100,000,000 87,650,000 △ 12,350,000

島根県平成29年度第2回公募公債（20年） 100,000,000 85,650,000 △ 14,350,000

神戸市公募公債（20年） 平成29年度第5回 100,000,000 85,800,000 △ 14,200,000

神戸市公募公債（20年） 平成29年度第5回 100,000,000 85,800,000 △ 14,200,000

札幌市公募公債（20年） 平成29年度第5回 100,000,000 85,800,000 △ 14,200,000

第97回 日本政策投資銀行社債 100,000,000 83,550,000 △ 16,450,000

F210回　地方公共団体金融機構債券(21年) 100,000,000 99,450,000 △ 550,000

20年第35回　地方公共団体金融機構債券 100,000,000 100,160,000 160,000

F217回　地方公共団体金融機構債券(25年) 100,000,000 96,720,000 △ 3,280,000

F234回　地方公共団体金融機構債券(21年) 100,000,000 99,380,000 △ 620,000

20年第62回　地方公共団体金融機構債券 200,000,000 171,400,000 △ 28,600,000

20年第67回　地方公共団体金融機構債券 100,000,000 83,950,000 △ 16,050,000

第137回　都市再生機構債券（20年） 100,000,000 85,490,000 △ 14,510,000

第137回　都市再生機構債券（20年） 100,000,000 85,490,000 △ 14,510,000

第145回　都市再生機構債券(20年) 100,000,000 84,230,000 △ 15,770,000

第１回　住友化学利払繰延条項・期限前償還条項付社債（劣後特約付） 100,000,000 95,660,000 △ 4,340,000

（単位：円）

種 類 及 び 銘 柄 帳簿価額 時 　 価 評価損益

　　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

合　　　　　　　　  計

　　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 （単位：円）

科　　　　　　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高
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種 類 及 び 銘 柄 帳簿価額 時 　 価 評価損益
第４回　ＥＮＥＯＳホールディングス利払繰延期限前償還条項付無担保社債（劣後
特約付）(60NC5) 100,000,000 98,300,000 △ 1,700,000
住友生命第３回劣後ローン流動化第１回利払繰延期限前償還条項付無担保社
債（劣後特約及び責任財産限定特約付） 100,000,000 98,960,000 △ 1,040,000

日本生命第４回劣後ローン流動化第１回利払繰延期限前償還条項付社債 100,000,000 94,910,000 △ 5,090,000
明治安田生命第２回劣後ローン流動化第１回利払繰延期限前償還条項付無担
保社債（劣後特約） 100,000,000 92,650,000 △ 7,350,000

第37回三菱ＵＦＪフィナンシャルグループ期限前劣後免除特約付 （10.3ＮＣ5.3） 100,000,000 97,850,000 △ 2,150,000

第２０回三井住友トラストHD期限前償還条項付劣後債（10NC5） 200,000,000 196,480,000 △ 3,520,000

第１０回三井住友フィナンシャルグループ任意償還条項付永久劣後債 100,000,000 95,610,000 △ 4,390,000

第２９回みずほフィナンシャルグループ期限前償還条項付（劣後）社債（10NC5） 100,000,000 98,280,000 △ 1,720,000
第２回ＭＳ＆ＡＤインシュアランス利払繰延条項期限前償還条項付無担保社債
（劣後特約付）(60NC10) 100,421,000 99,450,000 △ 971,000

東京海上日動火災保険第１回利払繰延・期限前償還条項付（劣後）社債 100,000,000 96,230,000 △ 3,770,000
第４回三井住友海上火災保険利払繰延条項期限前償還条項付（劣後）無担保社
債（60NC10） 100,000,000 98,700,000 △ 1,300,000

第32回　東京電力パワーグリッド社債(15年) 100,000,000 91,920,000 △ 8,080,000

米国国債 Ｔボンド（0323-1112）〔19.942年〕 73,504,390 72,841,912 △ 662,478

米国国債 Ｔボンド（0323-1112）〔19.769年〕 51,961,345 50,078,813 △ 1,882,532

米国国債 Ｔボンド（0323-1112）〔19.747年〕 51,596,511 50,078,813 △ 1,517,698

米国国債 Ｔノート（1698-1111）〔 9.852年〕 51,752,400 50,734,257 △ 1,018,143

（小　計） 5,021,743,646 4,533,983,795 △ 487,759,851

（ 海事センター基金）
日本生命第６回劣後ローン流動化第１回利払繰延期限前償還条項付無担保社
債（劣後特約及び責任財産限定特約付） 69,799,100 65,149,000 △ 4,650,100
日本生命第６回劣後ローン流動化第１回利払繰延期限前償還条項付無担保社
債（劣後特約及び責任財産限定特約付） 29,913,900 27,921,000 △ 1,992,900
日本生命第６回劣後ローン流動化第１回利払繰延期限前償還条項付無担保社
債（劣後特約及び責任財産限定特約付） 101,480,000 93,070,000 △ 8,410,000

第１回　丸紅利払繰延条項・期限前償還条項付（劣後特約付）社債（60NC5） 100,000,000 99,620,000 △ 380,000

第２９回みずほフィナンシャルグループ期限前償還条項付（劣後）社債（10NC5） 126,000,000 123,832,800 △ 2,167,200

第２９回みずほフィナンシャルグループ期限前償還条項付（劣後）社債（10NC5） 74,000,000 72,727,200 △ 1,272,800

オリックス第５回利払繰延条項・期限前償還条項付無担保社債（劣後特約付） 100,727,000 98,650,000 △ 2,077,000

第一生命ホールディングス第４回利払繰延任意償還条項付永久劣後債 99,999,560 90,370,000 △ 9,629,560

第５回三井住友海上火災保険利払繰延条項期限前償還条項付（劣後）社債 101,262,000 94,550,000 △ 6,712,000

Ｔ&Dホールディングス第１回利払繰延・期限前償還条項付劣後債（30NC10） 100,346,000 97,240,000 △ 3,106,000

（小　計） 903,527,560 863,130,000 △ 40,397,560

（ 融資基金引当資産）

第105回　鉄道建設・運輸施設整備支援機構債 100,000,000 98,220,000 △ 1,780,000

第105回　鉄道建設・運輸施設整備支援機構債 100,000,000 98,220,000 △ 1,780,000

第105回　鉄道建設・運輸施設整備支援機構債 100,000,000 98,220,000 △ 1,780,000
武田薬品第２回利払繰延条項・期限前償還条項付無担保社債（劣後特約付）
〔60NC5〕 100,000,000 99,300,000 △ 700,000

かんぽ生命保険第３回利払繰延・期限前償還条項付（劣後特約付）社債 100,000,000 96,120,000 △ 3,880,000

かんぽ生命保険第４回利払繰延・期限前償還条項付（劣後特約付）社債 100,000,000 97,080,000 △ 2,920,000

第３回三菱ＵＦＪフィナンシャルグループ任意償還条項付永久劣後債 102,775,000 100,610,000 △ 2,165,000

第４回三井住友フィナンシャルグループ任意償還条項付永久劣後債 100,849,000 99,700,000 △ 1,149,000

第９回三井住友フィナンシャルグループ任意償還条項付永久劣後債 100,000,000 98,850,000 △ 1,150,000

米国国債 Ｔノート（1607-1111）〔9.364年〕 51,926,953 52,148,471 221,518

米国国債 Ｔノート（1607-1111）〔9.347年〕 30,518,800 31,289,082 770,282

（小　計） 986,069,753 969,757,553 △ 16,312,200

  合　計 6,911,340,959 6,366,871,348 △ 544,469,611
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事業上の関係

被支配法 ㈱海事セン 東京都 海事セン 役務の提供

人 タービル 千代田区 タービル

の管理及

び賃貸借

円 円

海事センタービルの管理業務の委託については、同種業務の実態等を勘案して決定している。

６．　関連当事者との取引の内容
　　　関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

兼務、また

職員1名が

取締役を兼

務

当センター

取引条件及び取引条件の決定方針等

関　係　内　容

科　　目

法人等の名称
事業の内容

又は職業

議決権の

所有割合

0管理委託費31,538,527海事センタービルのビル管理業務を委託

38,210,407

役員の兼務等
種　　類 住　　所

取　引　の　内　容

資産総額

（R6年度末）

取引金額（R6年度末）

の理事3名

が取締役を

期末残高

円 40％
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